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	処分の概要
	延滞金の徴収

	例規名
根拠条項
	交野市介護保険条例　第11条第1項本文

	例規番号
	平成12年条例第25号

	【根拠条文】
(延滞金)
第11条　法第132条の規定により保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合において、当該納付金額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額につき年14.6パーセント(当該納期限の翌日から3月を経過するまでの期間については年7.3パーセント)の割合をもって計算して得た金額に相当する延滞金の額を加算して納付しなければならない。ただし、納付期限までにその納付金を納付しなかったことについて、※やむを得ない理由があると市長が認めた場合又は延滞金の額が10円未満の場合においては、この限りでない。
2　前項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。

【基準】
根拠条文に同じ。

※「交野市介護保険料に係る延滞金取り扱い要綱」第2条
(1)　地方税法第15条第1項の規定により徴収猶予したとき
(2)　納入義務者が震災、風水害、落雷、火災もしくはこれらに類する災害を受けまたは資産を盗まれたとき
(3)　納入義務者または同居の親族が疾病にかかり、もしくは死亡したため多額の出費を要し生活が困難と認められたとき
(4)　納入義務者が、その事業または業務を廃止または休止した場合、もしくはその事業または業務について甚大な損害を受けた者。ただしその者に係る公課公租および債務の合計額がその財産の価値をこえ、延滞金を納付することが困難と認められたものに限る。
(5)　前号後段の場合を除くほか、納入義務者の所得および財産等の状況が著しく不良な場合にして納期が到来している保険料につき、減免をしなければその事業の継続または生活の維持が著しく困難になると認められるとき
(6)　地方税法第15条の7第1項の規定による滞納処分の執行を停止した場合
(7)　前号の事由があり滞納処分の執行停止が行われると認められる者
(8)　徴収猶予または執行停止に該当しない事由により保険料を完納できない場合、その滞納につき相当な理由があり、生活維持が著しく困難と認められるもので納付誓約として処理し、その納付誓約にかかる保険料の完納があった場合
(9)　前各号に定めるもののほか、交野市介護保険料の徴収猶予及び減免取扱要綱の規定による保険料減免をした場合



	備考
	

	

	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	平成28年12月26日



1
image1.wmf

